
森林状況と対応 消費者・建築関係者の対応見える化の取組

1987国際環境団体地球の友
熱帯木材ボイコット呼びかけ

1998米国版緑の建築基準LEEDVir.1
森林認証木材・地場産資材に加点

2003日本版緑の建築基準CASBEE
地場産材・持続可能な木材

2006日本グリーン購入法（持続可能性・
合法性が証明された木材優先購入）

1998京都議定書（温室効果ガスの吸収
源として森林を認定）

2005 グレンイーグルスサミット
（違法伐採問題） 2006木材・木材製品の合法性、持続可

能性の証明のためのガイドライン

2008木材の環境貢献に関する見える化
検討会 2010公共建築物等の木材利用促進法

1992 地球サミット

2005 グレンイーグルスサミット
（違法伐採問題）

2010 日本 森林林業再生プラン
森林林業基本計画・森林法改正

2003SGEC緑の森林認証会議発足

2005 グレンイーグルスサミット
（違法伐採問題）

1982 FAO熱帯林評価報告書（熱帯林の急速な減少と拡大）

1993 FSC発足 森林管理の第三者認証とCoC認証（認証森林から木材
の見える化のチェーンの第三者認証）制度

1999PEFC（森林認証認定機関）発足

2003ウッドマイルズ研究会の発足

2008カーボンフットプリントガイドライン

2004京都府産材ＷＭCO2認証制度

見える化の取組

（熱帯林だけでなく）全ての森林の持続可能な開発と見える化のための森林条約の提起→原則声明

気候変動枠組み条約の合意気候変動枠組み条約の合意 生物多様性条約の合意

地球環境問題と森林・木材の環境的側面の「見える化」の流れ
２０１０／６／１９ ウッドマイルズフォーラム2010

森林認証材加点

持続可能な木材加点

Local products 加点

地場産材 加点

凡例： 持続可能な森林管理のからの指標 温暖化採策からの指標


